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令和６年度　　事後評価シート

当初
事　項 生活困窮者自立支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

生活困窮者自立支援法に基づき、県が所管する郡部において、相談窓口の設置や住居確

保給付金の支給など、各種事業を実施することにより、生活困窮者の早期自立を図る。

始期 2015

235 件 目標値 235

終期

Ｋ  P  Ｉ

相談窓口における新規相談受付件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

実績値 件 実績値 件

件

実績値 232 件 実績値 173 件 実績値 194 件

件 目標値 235 件 目標値 235R  4  年  度 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
97,447 千円

最終現計

予算額
95,273 千円

最終現計

予算額

82.6 ％ 達成率 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 73.62 ％ 達成率

千円
最終現計

予算額
千円

決算額 87,618 千円 決算額 88,159 千円千円 決算額 千円 決算額

６

年

度

要因分析

要因
昨年度よりは増加したものの、R5.5から新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことなどから、R4年度の実績を基に定

めた目標設定数に到達せず、未達成となった。

総括

見直し方向性 改善

令和７年度中に、生活困窮者自立支援制度に関するリーフレットの内容を幅広く周知し、福祉事務所との

連携を図る等、対象者が相談窓口につながりやすくすることで、更なる成果の向上につなげる。

Ｋ  P  Ｉ

民生児童委員の年間相談件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 74835 件 目標値

事　項 民生児童委員・主任児童委員費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

民生児童委員､主任児童委員に対し研修を行うとともに､実費弁償等に要する経費を補助

する。

始期 1948

終期

75835 件目標値 72835 件 目標値 73835 件

実績値 件件 実績値 件

75.3

実績値 55584実績値 56233 件 実績値 53661 件

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
166,397 千円

最終現計

予算額
166,397 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 73.68 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
新型コロナの感染症法上の位置づけが５類に移行したものの、民生児童委員は高齢者が多いことから、感染予防のため対面

での相談対応を控えられた可能性がある。また、新任委員が地域の状況を把握できておらず、活動に不慣れであったことも

要因と考えられるが、昨年度実績と比較して、1,923件増加しており、新任者が順調に経験を積むことができている考えら

れる。

総括

見直し方向性 維持

新型コロナ以降、相談件数が落ち込んでいたが、５類移行後、相談件数が順調に伸びていることから、引

き続き、令和８年度についても研修や活動費補助の取組みを維持する。

決算額 165,234 千円 決算額 164,928 千円

当初
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Ｋ  P  Ｉ

地域生活支援センターによるコーディネート業務の支援件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 250 件 目標値

事　項 地域生活定着促進事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予定者及び被疑者等について、退所後直ちに福

祉サービス等につなげるための準備を進める地域生活定着支援センターの運営に要する

経費を支出する。

始期 2010

終期

275 件目標値 200 件 目標値 225 件

実績値 件件 実績値 件

97.8

実績値 220実績値 件 実績値 209 件

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
30,835 千円

最終現計

予算額
30,835 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
ストック 達成率 92.89 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
支援件数について、前年度（令和５年度）17件で今年度は11件と6件減少し、目標値には届かず未達成となった。令和５年

度と比較して矯正施設退所者等のフォローアップ支援件数が増加したことから、これらの業務量が増加し、コーディネート

業務の支援件数を伸ばすことができなかったことが要因であると考えられる。

総括

見直し方向性 維持

地域生活定着支援センターの周知を行うほか、対象者の施設等の受入先の新規掘り起しを行い成果の向上

につなげる。

決算額 30,835 千円 決算額 30,835 千円

当初

Ｋ  P  Ｉ

社会福祉大会の参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 2500 人 目標値

事　項 愛媛県社会福祉大会補助金 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要
県社会福祉大会を開催するための県補助金

始期 1953

終期

2500 人目標値 2500 人 目標値 2500 人

実績値 人人 実績値 人

71

実績値 1775実績値 人 実績値 1921 人

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
500 千円

最終現計

予算額
500 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 76.84 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
市町等の参加団体を送迎するバス等の交通手段の確保が難しいことや、市町等の参加団体が感染症の拡大防止等に配慮した

ことなどが影響し、参加者は目標値を下回った可能性がある。

総括

見直し方向性 維持

本大会は、県内の社会福祉関係者が一堂に会し、関係者の連携・協働等を確認する大変重要な機会であ

り、令和6年度は達成率が71％にとどまったものの、1,800人近くが参加した。コロナ5類移行から時間も

経過し、感染症への不安も減少していることから、引き続き愛媛県県社会福祉協議会と連携し、参加促進

に向けて取り組んでいくことから、KPIの目標値も一定程度達成できる見込みであるため、８年度予算の見

直しは想定していない。

決算額 500 千円 決算額 500 千円

当初



5

6

Ｋ  P  Ｉ

貸付件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 320 件 目標値

事　項 生活福祉資金貸付事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金を活用して実施した、緊急小口資金等の特例貸

付における償還金収入及び保有資金の規模に関する評価による基準超過額の精算に伴

い、国へ返還を行う。

始期 1955

終期

320 件目標値 320 件 目標値 320 件

実績値 件件 実績値 件

109.1

実績値 349実績値 1977 件 実績値 285 件

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
378,035 千円

最終現計

予算額
1,405,700 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 89.06 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

本制度は第２のセーフティネットとして全国一律で実施されていることから、県や市町、社協での周知を

強化することで、必要な方に対して適切に貸付を行うことができると考えており、令和８年度予算におい

ても取組みを維持する。

決算額 378,035 千円 決算額 1,405,700 千円

当初,2

月補正

Ｋ  P  Ｉ

応募団体数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 50 団体 目標値

事　項 「三浦保」愛基金社会福祉分野公募事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

地域の実情に応じ創意工夫を凝らした福祉活動を行う社会福祉団体等を公募のうえ、

「三浦保」愛基金の運用益をもって、その活動に要する経費の一部を補助する。

始期 2008

終期

50 団体目標値 50 団体 目標値 50 団体

実績値 団体団体 実績値 団体

80

実績値 40実績値 46 団体 実績値 41 団体

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
11,500 千円

最終現計

予算額
11,500 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 82 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
ホームページをはじめ、各市町、教育委員会、高校、大学、関係団体等を通じて周知を行ったが、昨年度と同様、過去に応

募、助成経験のある団体からの応募が多く、新規応募団体への周知の効果が十分に表れなかった可能性がある。

総括

見直し方向性 維持

令和６年度の新規申込団体は半数以上が電子申請だったことから、令和７年度以降も引き続き、電子申請

での募集が可能であることを周知する。また、「三浦保」愛基金の専用電話も活用し、申込期間の相談受

付及び助言を行い、新規団体の積極的な応募を図ることから、８年度予算においても取組みを維持する。

決算額 10,983 千円 決算額 11,146 千円

当初
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8

Ｋ  P  Ｉ

重層的支援体制整備事業実施市町数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 3 市町 目標値

事　項 地域支え合い・包括的地域福祉推進事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

西日本豪雨の被災者の安定的な日常生活の確保に向けた支援を継続するとともに、平時

から複雑化する地域課題を地域全体で包括的に受け止め、解決を図る体制づくりを推進

するほか、市町が取り組む多機関協働等事業に要する経費を補助する。

始期 2022

終期 2027

5 市町目標値 1 市町 目標値 2 市町

実績値 市町市町 実績値 市町

100

実績値 2実績値 1 市町 実績値 1 市町

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
20,962 千円

最終現計

予算額
25,200 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
ストック 達成率 100 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

６年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、７年度以降もKPIは目標達成すると考えられてお

り、７年度の執行方法や８年度予算の見直しを含めて検討する。

決算額 19,339 千円 決算額 23,467 千円

当初

Ｋ  P  Ｉ

官民連携プラットフォーム参加団体数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 95 団体 目標値

事　項 孤独・孤立対策総合支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

孤独・孤立対策を総合的に推進するため、長期化する物価高騰の中で深刻な状況に置か

れている県民を対象に分野横断的な相談体制を構築するとともに、NPO法人等が行う生

活困窮者等への支援に要する経費を補助する。

始期 2022

終期

110 団体目標値 60 団体 目標値 80 団体

実績値 団体団体 実績値 団体

87.5

実績値 70実績値 48 団体 実績値 63 団体

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
16,357 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
ストック 達成率 105 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
国の交付金の交付決定が遅れたことから、周知・広報等の実施期間が短くなり、実績が伸び悩んだ。

総括

見直し方向性 改善

令和６年度は周知・広報活動が短期間となったことでプラットフォーム登録者の登録実績が伸び悩んだた

め、７年度における執行では早期からの周知・広報により登録者の増につなげる。

決算額 千円 決算額 5,591 千円

当初
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Ｋ  P  Ｉ

生活保護廃止世帯数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 180 世帯 目標値

事　項 生活保護業務費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

令和5年度社会保障・税番号制度システム整備費等補助金（医療扶助のオンライン資格

確認導入事業）の精算に伴い、国へ返還を行う。

始期 1950

終期

180 世帯目標値 180 世帯 目標値 180 世帯

実績値 世帯世帯 実績値 世帯

83.9

実績値 151実績値 129 世帯 実績値 145 世帯

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
21,204 千円

最終現計

予算額
32,721 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 80.56 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
R5年度と比較して、生活保護廃止世帯数は増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることもあり、目標値には

届かなかった。

総括

見直し方向性 維持

R6年度はR5年度よりも廃止世帯数が増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることから、引

き続き目標達成率を注視、現状に合った目標値の設定を図る。

決算額 18,568 千円 決算額 22,035 千円

当初,2

月補正

Ｋ  P  Ｉ

生活保護廃止世帯数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 180 世帯 目標値

事　項 扶助費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

生活に困窮する者に対して、困窮の程度に応じ必要な保護を行い最低限度の生活を保障

するとともに、自立助長を図る。

始期 1950

終期

180 世帯目標値 180 世帯 目標値 180 世帯

実績値 世帯世帯 実績値 世帯

83.9

実績値 151実績値 129 世帯 実績値 145 世帯

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
2,503,667 千円

最終現計

予算額
2,456,811 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 80.56 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
R5年度と比較して、生活保護廃止世帯数は増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることもあり、目標値には

届かなかった。

総括

見直し方向性 維持

R6年度はR5年度よりも廃止世帯数が増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることから、引

き続き目標達成率を注視し、現状にあった目標値の設定を図る。

決算額 2,274,826 千円 決算額 2,236,337 千円

当初,2

月補正


